































































































立制の研究』が出版され、 『公法研究』で権力分立論に関する特集が組まれていることが理由である。この時期のテーマの特徴は、権力分立 成立した思想的・歴史的経緯と権力分立の受容形態である。特に後者の各国における権力分立の受容形態 制度的なバリエーションが取上げられることが多く、また権力分立の変容として「行政権の肥大」や「政党国家現象」 、 「司法審査」 問題が指摘されている。思想的・歴史的背景が注目されているのは、立憲君主制において成立した権力分立が背景の異なる近代憲法での適応について 自主義と 相容れる かという点が取上げられているからであろう。　
一方、後期は一九九〇年に比較法学会で権力分立の特集が
組まれ、一九九三年には『法学教室』で「三権分立―その理念と現在」が、一 九五年 公 会で 権力分 と法治主義」 、とそ ぞれ権力分立 関する特集が組まれている。これの特集以降一九九九年から現在に至 まで権力分立に関する論文がコンスタントに発表されている状態である。この時期の権力分立を検討するテーマとして行政と立法の関係がクローズアップされているこ からも、背景には同時期（一九九六年の橋本内閣・行政改革会議）
から本格化した行政機

























であり、法の支配の目的は「国民の 利保障」にあるとる。権力が集中することを避け、権力相互間の抑制と均衡図ることだけであれば「三権分立」でなくともよいと た上で、三権分立は「法の支配を実現する組織原理」であるう。三権分立の目的である「法の支配」の実現 は「予め正









































制を維持し、立法部 執行部を互い 独立・対等なものにしておこうとする。両者のいずれか一方が強くなりすぎて他影響を与えるのを警戒し、互 に均衡を保たせようとしたために、連絡・統一 方は犠牲にしたのである。権力分立の理論を固守した結果生まれた
 」とし説明している点や、 「権力

















という。各権力がそれぞれ独自の作用に限定されれば、相互に分離されるのみで、抑制・均衡は起こりえ い」と説明するように、抑制と均衡を要素とす 権力分立においては厳密な権力の区分・配分は起こりえな 。　
また前期における研究の中心は、権力分立の理論的検討で
あり権力分立論の成立経緯を背景 して、各国の憲法構造おいてどのように具体化されている、または具体化されてきたかと う点に着目して論じら きた。この傾向は、清宮教授が『権力分立制の研究』が 立憲君主制 成立背景に持つ「権力分立」原理が、全く異なる社会的背景であ 民主主義においてどのような形態で受容されたのか、ま フランスとアメリカにおける時間軸に沿った受容形態 バリエーションについての研究であ ことからも明らかである。これ つ
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ぐる議論を取り上げ、これが正当化できるという見解を権力分立の抑制均衡の発現形態であり、むしろ要請されるものであると説明し、権力 抑制・均衡が権力分立に固有の「関係性の法理」であるという。つまり国家作用の配分は不確定部分と可変的要素が内在するため、各統治権力を変数とし、権力分立は各 数の間に一定の均衡状況を維持する「関ての権力分立」を説く。この説では権力の区分・配分と、配分された 限の関係・維持とは相補的関係にある。そのため「ある統治機関が肥大化・強大化しあるいは機能不全を起こしているため、対応する統治部門が相対的に弱体化・地位低下をきたしたり本知的役割の発揮が阻害されたりする場合かかる不均衡を克服し統治部門相互間 均衡を回復するために一定の権力混合や部門間の相互浸透を許容しかつ要請する」ものであるという。　
村西良太准教授はドイツにおける執政概念の生成と展開か























矛盾するものと認識した上で権力分立の両面についてそれぞれに役割を求める、もしく このふたつの関係性 論じら ている。このように従来、所与のものとされていた二面性につい 、それぞれ役割や両者の関係性を認めることより、権力分立は従来の「権力 設計図」としてではなく、統治機構の運用の法則として考えられるよう なっ いる。Ⅲ．権力分立観の対立　
この二面性の問題は、相矛盾するふたつの面からなる権力


















































そしてそれがどのような変容をして各国に受容されたかという理論的研究が中心であった。そ は統治機構の「設計原理」としての権力分立に注目されてきたためである。後期においては権力分立が「運用原理」とし 注目され、三権で把握し得ない「執政権」の概念の導入や、三権分立の運用として権力の抑制・均衡がクローズアップされ 同時に権力分立の二面性の関係性が意識されるものとなった。　
特に執政権概念の導入についての研究は権力分立の外に位






































































以外の形態を捕っていると言えるだろう。後者については、いわゆる厳密な権力分立をとるのか、とい 問題 ように思える。イギリスにおける人的兼任も権力分立 バリエーションとして捉えれば三権分立を採用していると考えられるだろう。　
この回答に対する補足として、日本とアメリカの権力分立
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立の二面性に加えて、行政権と立法権について「執政権」という要素を導入しこれがどのように扱われるのかという点からも議論されている。三権分立は法の定立と執行、裁定に注目して、国家 権力を区分したものであるが、この三権以外のもの、すなわち三 に分けら 各権力において特 固有のも とされな この執政権という概念はもの つ 、権力分立制度においてどのように位置づけるかという点は今後の課題となろう。 かしこ な観点において、司法権と行政権・立法権とは同一にあつかうことが可能であるか、という問題も生じてくるであろう。　
しかしこのような点からの検討が、権力分立論が統治機構













































































































東洋法学　第57巻第 2号（2014年 1 月）
119
